
障害者に対する支援（④地域生活支援事業の追加） 
 
市町村が実施する地域生活支援事業の必須事業として、以下の事業を追加。 
 ① 障害者に対する理解を深めるための研修・啓発 
 ② 障害者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援 
 ③ 市民後見人等の人材の育成・活用を図るための研修 
 ④ 意思疎通支援を行う者の養成 
また、意思疎通支援を行う者の養成又は派遣のうち、特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養 
成し、又は派遣する事業、意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整等広域的な 
対応が必要な事業について、都道府県が実施する地域生活支援事業の必須事業に追加。 
                                  【平成２５年４月１日施行】 
  地域社会における共生を実現するため、社会的障壁の除去に資するよう、地域社会の側への働きかけの強 
 化、地域における自発的な取り組みの支援、成年後見制度の利用促進及び意思疎通支援の強化 
     

《地域生活支援事業の概要》 
・事業の目的 
  障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営む 
 ことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じ、実施 
 主体である市町村等が柔軟な形態により事業を効果的・効率 
 的に実施。 
・財源 
  補助金（一部交付税措置あり） 
※市町村等の事業全体に補助する統合補助金として補助 
 【都道府県事業】国１／２以内で補助 
 【市町村事業】 国１／２以内、都道府県１／４以内で補助 
・予算額 
      ２２年度    ２３年度     ２４年度 
     ４４０億円 ⇒ ４４５億円  ⇒  ４５０億円 

新法に基づく給付・事業 

市町村 

都道府県 

自立支援医療 

補装具 

介護給付 

障害児・者 

訓練等給付 

地域生活支援事業 

自立支援給付 

★原則として国が１／２負担 

・訪問系サービス 

（居宅介護、重度訪問 

 介護等） 

・療養介護 

・生活介護 

・短期入所 

・重度障害者等包括支援 

・施設入所支援 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

・共同生活援助 

★国が１／２以内で補助 

・相談支援 ・コミュニケーション支援、日常生活用具 

・移動支援 ・地域活動支援センター ・福祉ホーム 等 

支援 

・広域支援 ・人材育成 等 
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サービス基盤の計画的整備 

 

 

 

 

 

 

 

１ 目標に関する事項の追加 
障害福祉サービス等の提供体制の確保に係

る目標を、新たに定めることとする。 

 

２ 障害者等の関係者の意見の反映 
基本指針の案を作成・変更する際は、障害

者等及びその家族等の意見を反映させるた

めに必要な措置を講ずる。 

 

３ 実態を踏まえた基本指針の見直し 
障害者等の生活の実態等を勘案して、必要

があると認めるときは、基本指針を変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 障害福祉計画に定める事項の見直し 
 ①市町村・都道府県が計画に定める事項に、障害福祉 
   サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事  
     項、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事 
     項を加える。 
 ②市町村・都道府県が計画に定めるよう努める事項に、 

  医療機関、教育機関、公共職業安定所等との連携を加 
  える。 
 
２ 実態を踏まえた障害福祉計画の作成 
市町村は、障害者等の心身の状況、その置かれている環
境等を正確に把握・勘案して計画を作成するよう努める。 
 

３ 障害福祉計画の調査、分析及び評価の実施 
市町村及び都道府県は、定期的に計画について調査、分
析、評価を行い、必要があると認めるときは、計画の変更
等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 名称の変更 

自立支援協議会の名称を、地域の実

情に応じて変更できるよう、協議会に

改める。 

 

２ 構成員 

協議会の構成員に障害者等及びその

家族が含まれる旨を明記。 

 

３ 協議会の設置 

地方公共団体は協議会を設置するよ

う努めるものとする。 

 

 

基本指針の見直し 障害福祉計画の見直し 協議会の見直し 

○ 障害福祉計画に「サービスの提供体制の確保に係る目標」等を必ず定める事項に追加 
○ 基本指針や障害福祉計画について、定期的な検証と見直しを法定化 
○ 市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、ニーズ把握等を行うことを努力義務化 
○ 自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められるよう弾力化するとともに、 
  当事者や家族の参画を明確化                               【平成25年４月１日施行】 

基本指針：厚生労働大臣が定める、障害

福祉サービス等の提供体制を整備し、自

立支援給付及び地域生活支援事業の円

滑な実施を確保するための基本的な指針 

市町村（都道府県）障害福祉計画：市町村（都道府県）

が基本指針に即して（広域的な見地から）定める、障害

福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供

体制の確保に関する計画 

自立支援協議会：地方公共団体が

設置する、関係機関や団体、障害

者等の福祉、医療、教育、雇用の

従事者等により構成される協議会 



配慮規定・検討規定 

【検討規定】（附則第３条） 
   障害者等の支援に関する施策を段階的に講ずるため、この法律の施行後３年を目途として、  
 ① 常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の 
  支援その他の障害福祉サービスの在り方、 
 ② 障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方、 
 ③ 障害者の意思決定支援の在り方、 
  ④ 障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方、 
 ⑤ 手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため 
  意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方、 
 ⑥ 精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方 
 

  等について検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。 
  また、検討に当たっては、障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために 
 必要な措置を講ずるものとする。 
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  【配慮規定】（附則第２条） 
     障害支援区分の認定が知的障害者及び精神障害者の特性に応じて適切に行われるよう、 
  厚生労働省令で定める区分の制定に当たっての適切な配慮その他の必要な措置を講ずるもの 
  とする。 



その他所要の整備 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等の設置者等は、障害者の意思決定の支援に配慮するとともに、 
  常にその立場に立って支援を行うよう努めなければならないものとする。 
 ○指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設等の設置者等は、障害児及びその保護者の意思をできる限り 
  尊重するとともに、常にその立場に立って支援を行うよう努めなければならないものとする。 
 ○ 市町村は、知的障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、知的障害者の支援体制の整備に努めなければならないものと 
  する。（知的障害者福祉法） 

障害者及び障害児に対する意思決定支援 （ 障害者総合支援法、児童福祉法、知的障害者福祉法） 

○ 障害者総合支援法、児童福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法について、その他 
 所要の整備を行う。                                            【平成25年４月１日施行】 
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  ○基幹相談支援センターの設置者は、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関、民生委員、身体・知的障害者相談員、 

  意思疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事業の関係者等との連携に努めなければならないものとする。 

 ○身体障害者・知的障害者相談員は、身体・知的障害者が障害福祉サービス事業等のサービスを円滑に利用できるように 

  配慮し、障害福祉サービス事業者等との連携を保って業務を行うよう努めなければならないものとする。 

相談支援の連携体制の整備 （障害者総合支援法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法） 

 

 ○介護人材が安心して事業所で支援に従事できるよう、最低賃金法などの労働法規に違反して罰金刑を受けた事業者は、 
  指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入所施設等の指定を 
  受けられないこととする。 

指定障害福祉サービス事業者等の欠格要件（障害者総合支援法、児童福祉法） 

 

 ○市町村・都道府県は、後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材の活用を図るため、後見等の業務を適正 
  に行うことができる者を家庭裁判所に推薦すること等に努めなければならないものとする。 

  （参考：市町村が実施する地域生活支援事業の必須事業として、市民後見人等の人材の育成・活用を図るための研修を追加。） 

後見等に係る体制の整備 （知的障害者福祉法） 


